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□

労働組合の組織率の急激な低落等日本の労使

関係に占める労働組合のプレゼンスはかつてと

比べ今日かなり低下している。さらに日本の労

働組合が労働条件の維持改善において，有効な

機能をはたしているかどうかについてもかなり

の疑問が提示されている。そうした状況を反映

して，労働問題研究の分野においても，労働組

合をテーマとした研究はかつてと比べてその比

重を著しく低下させている。都留康著『労使関

係のノンユニオン化』は，このような状況下以

上のような問題状況を正面からとらえた著作で

ある。本書の刊行からすでに１年以上がすぎ，

本書についての書評もいくつかなされている。

さらに読者の中には本書を読了されている方も

数多いと思われる。それゆえここでは本書につ

いての詳細な紹介は割愛し，評者（白井…以下

同）の労使関係研究に対する問題意識にてらし

て本書をどう読んだか，について述べることに

しよう。

１

評者の労使関係研究についての関心のうち，

本書に関する点は次の点である。

1 雇用・生活不安の深刻化等「労働者の労

働条件の維持改善，その他労働者の経済的地位

の向上」を図ることを目的とした組織である，

労働組合の必要性は今日ますます大きくなって

いる。そうした中で日本の労働組合は十分その

機能を果たしているといえるであろうか。一方

では「労働組合は個別企業においても労使協議

制やさまざまな参加制度を通じて企業行動，労

働条件の決定に関して多面的に参加し規制を行

っており，最近ではそれが産業レベル・国の政

策レベルにまで及んでいる」というようにその

機能を積極的に評価する見解がある。他方では

労働組合の労働条件の維持改善等に果たしてい

る機能について懐疑的とみる見解も少なくな

い。この点については実際のところどうであろ

うか。そして労働組合の必要性が大きくなって

いるという現状にもかかわらず，実際には労働

組合組織率の急激な低下，組合員の組合離れと

いった事態が進んでいる。それはよく言われる

ように，近年における産業・雇用構造の転換，

若者の組織離れといった点ばかりでなく，実際

には今日の労働組合が果たしている機能の限界

に基づく部分も少なくないのではなかろうか。

2 日本の労使関係をみてみれば，労働組合

による団体交渉以外にも，労使協議制，従業員

組織との懇談・交渉制度等さまざまな発言ルー

トが存在していることがわかる。ではそれらは

労働者の労働条件の維持改善に対して十分な機

能を果たしているのであろうか。さらにそれら

に労働組合を含めたさまざまな発言ルートは実

際のところ機能的にみてどのような役割を果た

しているのであろうか。それらは労働条件の維

持改善という機能よりも，むしろ経営の効率化

のために利用されているように思われるが実際
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にはどうであろうか。

２

以上１，２の点について本書で著者（都留氏

…以下同）はどのような解答を提示しているか

まずみてみよう。

まず１についていえば以下のとおりである。

先行研究より労働組合組織率の低下は「その一

部分は，確かに雇用形態の多様化など構造的要

因のなせるわざ」であるが，「その大部分は，

新規組織化の停滞のために生じている」（pp.８

～９）。そして著者独自に行った労働者個人調

査から得られたミクロデータを使った計量分析

の結果より「新規組織化の停滞は労働組合の賃

金効果と発言効果の不在を目の当たりにした未

組織労働者による組合への関心の低下と，労働

組合の組織化努力の不足の結果といってよい」

（p.９）としている。同時に組合員の組合離れ

についても「基本的労働条件事項への組合員の

低評価から生じている」（p.９）と主張してい

る。つまり著者によれば両者とも労働組合の

「経済的機能の不全に由来する本質的な問題」

（p.９）なのである。

次に２については以下のような次第である。

すなわち，日本の労使関係にみられるさまざま

な発言機構は「自社の従業員の労働条件の改善

のため」とはいえず（p.９），むしろそこで成

立しているのは「企業内発言機構を整備し，従

業員のみの知り得る局所的情報を吸い上げて，

より有効な経営戦略を整備し，もって企業業績

の改善を図るというメカニズム」（p.９）であ

る。

つまり本書の分析の結論を先の評者の問題関

心に即して評者なりに要約すれば「日本の労働

組合は今日，とりわけ賃金水準の向上等の経済

的機能を十分に果たしているとはいえない。そ

のため未組織労働者，および組織労働者の労働

組合への期待に答えられず，それが組織率の低

下，労働組合組合員の組合離れという現象を招

いている。確かに日本の企業においては組合が

ない企業においても，労使協議制，従業員組織

等労働者の発言を促す組織は整備されている

が，労働組合およびその他の企業内発言機構が

果たしている機能は，労働条件の維持改善とい

うより，労働者側の局所的情報を経営側が吸い

上げもって生産性を向上させるという機能であ

る」ということになろう。

３

本書でのこのような解答は実はいわゆる批判

的労働問題研究の領域で従来から繰り返し主張

されてきたことと軌を一にしている。ただ従来

の批判的労働問題研究においてそうした結論に

至る分析方法として多く用いられていたのは，

個別事例について詳細に調査するという方法で

あった。その方法は個別事例については詳しい

情報を提供してくれるというメリットがある反

面，他方で個々のケースからはたして一般的な

結論を導きだせるかという点に関して一定の批

判を免れることはできなかった。これに対して

本書では独自の労働者個人調査から得られたミ

クロデータを用いた計量分析の結果前述のよう

な結論が導きだされており，そこに従来の批判

的労働問題研究の限界を越える本書の大きな意

義があるといえよう。そしてそれは（おそらく

は著者自身の本意ではないかもしれないが）批

判的労働問題研究の今後の展開の可能性を開く

ものともなろう。このような大きな意義を本書

に認めながら，一方で読了後物足りなさを感じ

たことは否定できなかった。その理由の一端は

労働組合の経済的機能の分析にあたって主とし

て対象とされているのは，「賃金効果」「福利厚

生に対する効果」であり，労働組合が雇用維持

（今日においては最も重要な点であると思われ

る），労働時間・労働量，仕事内容や仕事の割

り振り，昇進昇格，査定等に対して十分な規制
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を行っているかといった点がほとんどないし全

く分析されていないことにある。ただし実際に

はそれは調査時点や調査技術上の問題に由来す

る部分も多い。それゆえ物足りなさを感じたの

は主として以下の２点の理由の為である。

第１に，労働組合が十分な経済的機能を果た

していないことを明らかにしながら，では日本

の労働組合はいつの時点からそうなったのか，

また日本の労働組合がそうであるのはなぜなの

か，それを克服するにはどうしたらいいのか，

についてのまとまった分析が本書ではなされて

いない点である。周知のように日本の労働組合

運動の歴史を戦後についてみてみても，終戦直

後の産別会議主導にはじまり，総評主導，IMF-

JC主導，連合時代というように，運動の主導

もその路線も大きく変化していった。日本の労

働組合が経済的機能を十分果たしていないの

は，運動の主導，路線の変化にもかかわらず一

貫したことであろうか，それともある時点まで

はそうした効果は果たしながら，ある時点以降

果たさなくなったのであろうか。そして，そも

そも日本の労働組合が経済的機能を十分に果た

していないのはなぜであり，それは労働組合運

動の主導の転換とどの程度関連しているのであ

ろうか。著者は日本の労働組合組織率低下，組

合員の組合離れといった現象を「労働組合が現

在抱えている困難」（p.８）とし，その大きな

要因を労働組合が経済的機能を十分果たしてい

ない点に求めている。そして労働組合は「基本

的労働条件をめぐる交渉と発言という『本業』

の重要さをけっして軽視することはできない。

これが労働組合の課題である」（p.９）と強調

している。そうであればなおのこと，本書第５

章の後にこのような点についてのまとまった分

析がなされるべきであったと思う。しかし本書

ではこの点についてのまとまった分析がなされ

ないまま第６章以下は今度は無組合企業の発言

機構の分析に移ってしまっている。この点はそ

れまでの展開が明快かつ説得的であるだけによ

けい物足りなさを感じざるを得ない点である。

ちなみに著者は例えば「企業別組合は，その本

質上，経営側と労働側が企業利益を脅かさない

ような合意に達することを容易にする。企業と

組合との利害の一体化は，会社の競争上の地位

の妨げとなるかもしれない賃上げを自粛させ

る」（p.113）と述べている。これによれば著者

は日本の労働組合が「経済的機能」を十分はた

せないのは企業別組合という組織形態の故であ

ると考えているのかもしれない。そうであれば，

日本の労働組合は一部を除き，その運動路線い

かんにかかわらず，ほとんどが企業別組合とい

う組織形態をとってきたのであるから，運動路

線の転換とは無関係に「基本的労働条件」に関

して十分な効果をあげてこなかったのであろう

か。そしてその限界克服のためには，「企業別

組合」からの脱皮が必要ということになるので

あろうか。ぜひ著者の見解をお聞かせ願いたか

った点である。

第２は，労働組合，その他の企業内発言機構

が労働者側の局所的情報を経営側が吸い上げ結

局は生産性向上をうながすメカニズムとなって

いるのではないかということを指摘しながら

（ただし本書の分析では，親睦型従業員組織，

労使協議制の生産性向上効果は確認されていな

いことには注意），なぜそうなっているのか，

そのことの是非，とりわけ５章までとの関連で

いえば，労働組合がその経済的機能を十分果た

せていないこととの関連性いかん，の分析がな

されていない点である。ちなみに本書ではその

後の展開は，無組合企業における賃金決定メカ

ニズムの特徴とそこにおける春闘の役割の指摘

に進んでいる。先に述べたように本書では第５

章までにおいて，労働組合組織率の低下，労働

組合員の組合離れといった「労働組合が現在抱
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えている困難」の大きな要因を労働組合の経済

的機能の不全に由来するものであることを実証

している。そうであれば，６章，７章で無組合

企業の従業員組織等の発言機構の分析を行い，

先のような結論を得たならば，そのあとの分析

は，労働組合，およびその他の企業内発言機構

が結局は生産性向上を促すメカニズムとなって

いることの原因，是非，それと労働組合の経済

的機能の不全さとの相関についての分析へと進

むべきではなかったのであろうか。その際労働

組合等の組織が生産性向上を促すメカニズムと

なっていることの原因を，経営側のそうした組

織への影響力（介入）の強さ，労働側のそれを

跳ね返す力量の弱さ，といった点に求めるか，

それともパイの増大においては経営側と協力し

パイを増大させたうえで，そのより大きな分配

を確保するという労働側の合理的で主体的な選

択に求めるかは重要な論点であると思われる。

前者の観点に立てば，労働組合等の組織が生産

性向上を促すメカニズムとなっていることは大

きな問題となろうし，後者の観点に立てばそれ

は労働側の合理的選択の当然の帰結でありそれ

自体はなんら問題にする必要はないということ

になろう。さらに前者の観点に立てば，労働組

合等の組織が生産性向上を促すメカニズムとな

っていることと，労働組合がその経済的機能を

十分果たしていないこととの間には深い相関関

係（その際のベクトルの向きは双方向であるが）

あるということになる。これに対して後者の観

点によれば，労働組合等の組織が生産性向上を

促すメカニズムとなりながらも（パイの増大で

協力しながらも），他方で，その経済的機能を

果たす（パイの分配にあたっては対立する）こ

とは十分可能であるし，可能であるべきであり，

両者の間には基本的に相関関係はないというこ

とになろう。こうした点は労使関係研究におい

て重要な論点を形成していることであり，ぜひ

とも分析を展開してほしかった点である。評者

には分析がそのように進まず，なぜ本書のよう

な形の展開になったのか残念ながらどうしても

理解できなかった。

４

その他本書にはいくつかの疑問もある。第７

章で「企業外の賃金交渉制度と経営協議会との

役割分担が明確なヨーロッパの労使関係システ

ムと機能的に類似な形で無組合企業と労働組合

が共存するのが日本の労使関係の現状なのであ

る」（pp.211～212）との記述があるが，このよ

うに日本の企業別組合，従業員組織等と春闘を

それぞれヨーロッパの経営協議会，企業外での

賃金交渉制度とアナロジカルに把握することは

妥当であろうか。またその際の労働組合と従業

員組織との質的差異はどこにあるのであろう

か。第6章で「わたくし（都留氏…筆者注）は，

従業員組織のレゾン・デートルは『事実上の企

業別組合』に還元されない部分にある」（p.153）

としているが，それはどの部分なのであろうか。

さらにもし日本の労使関係制度がこうした枠組

みのようなものであれば，第4章で実証されて

いる「労働組合（その場合は企業別組合だろう）

が賃金効果を十分もたない」という点もむしろ

当然のことであり（賃上げ相場は春闘を通じて

企業外で形成されるものであるから），ことさ

らそのことを問題にする必要はそもそもなくな

ってしまうように思うがどうであろうか。

本書に以上のような物足りなさや疑問を感じ

ざるを得なかったことは事実である。しかしそ

の大部分はおそらくは著者と評者との労使関係

研究に対する問題意識や分析視角の差に由来す

ることの故であり，決して著者の分析の不十分

さの故ではないであろう。同時に本書には，こ

れまで批判的労働問題研究の領域で繰り返し主

張されていたことをミクロデータを用いて計量

的に実証した，という大きな意義がある。こう
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した意義づけは著者にとっては本意でないかも

しれないが，その点の意義については強調して

しすぎることはないであろう。

（都留康著『労使関係のノンユニオン化―ミク

ロ的・制度的分析』東洋経済新報社，2002年６

月刊，vii＋237頁，定価3,000円＋税）

（しらい・くにひこ　青山学院大学経済学部助教授）
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